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例１４ 

個人情報の第三者提供停止申請書（例） 
 

平成○○年○○月○○日 

○○株式会社（個人情報取扱窓口）御中 

 

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）第 27 条第 2 項及び電気通信事業に

おける個人情報保護に関するガイドライン（平成 16 年総務省告示第 695 号）第 17 条第 3 項の規

定に基づき、貴社が保有する下記記載の本人の「個人情報」の第三者への提供の停止を求めま

す。 

 

記 

 

申請対象となる本人を特定するための事項 

本人を特定する事項  
本人の氏名、住所等（必要最小限の情報に限定する必要が
ある。） 

申請者を確認するための事項 

本人が申請する場合 本人確認書類を列記 

法定代理人が申請する場合 
法定代理人の種類を記載し、その資格を証明する書類及び
法定代理人自身の確認書類を列記 

任意代理人が申請する場合 
本人からの委任状、本人に関する確認書類及び代理人自身
の確認書類を列記 

申請対象となる個人情報を特定する事項 

申請する措置とその理由 

措置（誰に対する第三者提供を停止するか等求める措置を記載） 
理由（同意していない等の理由を記載） 

◎受付方法 

（この第三者提供停止申請の受付方法及びその窓口に関する情報を記載する。） 

 

注意事項（例） 

 第三者提供停止の申請に理由がない場合には、これに応じられないことがあること。 
 本人確認書類の不備や、申請対象となる個人情報の特定がされていない場合や不完全な

場合には、第三者提供停止申請に応じられないことがあること。 
 本申請に対する措置に関する回答方法 
 本申請書にて提供を受けた個人情報の利用目的や保存期間等 
 その他 

 

以上

申請対象を特定するために必要な情報 
個人情報（名前、住所、電話番号、メールアドレス
等）を列挙し、本人の特定を容易にすることが望ま
しい。 


